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１　はじめに
（１）目的
　本稿の目的は、生涯発達の視点を含めながら、
発達障害のある大学生の学びとキャリアについて
概観することである。
　近年、発達障害は医療、教育、心理、福祉など
幅広い分野で注目を集めている。児童生徒だけで
なく、高等教育機関に在籍する学生、社会人を対
象にした研究や実践も蓄積されてきている。発達
障害の問題にアプローチをする際に、生涯発達の
視点を取り入れることの重要性はよく指摘される
ことであるが、多くの場合は、児童生徒、学生、
社会人のいずれかに焦点があてられており、一つ
の原稿の中に、様々な年齢層のデータを比較して
論じるものは数少ない。そこで、本稿ではこの視
点を取り入れることにした。このことにより、発
達障害のある大学生のみならず、発達障害児・者
の学びとキャリアという大きな視点を考える際の
資料にもなることが期待できる。
（２）本稿が扱う発達障害
　2004年 12月に発達障害者の自立と社会参加を
目指す「発達障害者支援法」が可決成立し、2005年
4月より施行された。この法律では、「『発達障害』
とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎
性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その
他これに類する脳機能の障害であってその症状が
通常低年齢において発現するものとして政令で定
めるもの」としている。そこで、本稿では、学習障
害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、高機
能自閉症等に焦点を当てて論じることにする１）。
（３）本稿の構成
　つづく第２節では、発達障害のある大学生の学
びやキャリアに関連した近年の動向のひとつとし
て、障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律に注目する。この施行が、国公立大学や私立
大学にどのように関係してくるかを概観する。
　第３節では、大学生の以前の段階として児童生
徒を、以後の段階として社会人に注目する。具体
的には、発達障害児・者数の推移に関連した調査
や集計について、児童生徒、学生、社会人のデー
タを比較しながら論じる。
　第４節では、発達障害のある大学生の学びにつ
いて概観する。どのような発達障害のカテゴリー
に当てはまる者が入学していて、入学後には、ど
のような授業支援や授業以外の支援を受けている
のかを確認する。
　第５節では、発達障害のある大学生のキャリア
について概観する。まず、どれだけの発達障害学
生が標準修業年限で卒業しているのかを確認し、
その後に、卒業後の進路状況を確認する。最後に、
各大学による発達障害学生の就職支援の事例につ
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いてまとめる。
　第６節はまとめである。
２　近年の動向
　日本では、2016年 4月 1日に「障害を理由とす
る差別の解消の推進に関する法律」（以下、「障害
者差別解消法」）が施行される。なお、ここでの
障害者とは下記のように定義されており、本稿で
焦点を当てる発達障害も含まれている。
身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を
含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障
害」と総称する。）がある者であって、障害
及び社会的障壁により継続的に日常生活又は
社会生活に相当な制限を受ける状態にあるも
のをいう。
　障害者差別解消法の目的は下記のように書かれ
ている。
（目的）
第一条　この法律は、障害者基本法（昭和
四十五年法律第八十四号）の基本的な理念に
のっとり、全ての障害者が、障害者でない者と
等しく、基本的人権を享有する個人としてそ
の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい
生活を保障される権利を有することを踏まえ、
障害を理由とする差別の解消の推進に関する
基本的な事項、行政機関等及び事業者におけ
る障害を理由とする差別を解消するための措
置等を定めることにより、障害を理由とする
差別の解消を推進し、もって全ての国民が、
障害の有無によって分け隔てられることなく、
相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す
る社会の実現に資することを目的とする。
　この中の「行政機関等」には国公立大学が含ま
れ、「事業者」には私立大学が含まれる。行政機関
等と事業者では法的な義務付けが異なっている。
　行政機関等に含まれる国公立大学では、以下に
示すように、障害を理由とする差別の禁止（第七
条第一項）と合理的配慮の提供（第七条第二項）
が法的義務となる。
（行政機関等における障害を理由とする差別
の禁止）
第七条　行政機関等は、その事務又は事業を
行うに当たり、障害を理由として障害者でな
い者と不当な差別的取扱いをすることによ
り、障害者の権利利益を侵害してはならない。
２　行政機関等は、その事務又は事業を行う
に当たり、障害者から現に社会的障壁の除去
を必要としている旨の意思の表明があった場
合において、その実施に伴う負担が過重でな
いときは、障害者の権利利益を侵害すること
とならないよう、当該障害者の性別、年齢及
び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の
実施について必要かつ合理的な配慮をしなけ
ればならない。
　事業者に含まれる私立大学では、以下に示すよ
うに、障害を理由とする差別の禁止（第八条第一
項）が法的義務、合理的配慮の提供（第八条第二
項）が努力義務となっている。
（事業者における障害を理由とする差別の禁止）
第八条　事業者は、その事業を行うに当たり、
障害を理由として障害者でない者と不当な差
別的取扱いをすることにより、障害者の権利
利益を侵害してはならない。
２　事業者は、その事業を行うに当たり、障
害者から現に社会的障壁の除去を必要として
いる旨の意思の表明があった場合において、
その実施に伴う負担が過重でないときは、障
害者の権利利益を侵害することとならないよ
う、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態
に応じて、社会的障壁の除去の実施について
必要かつ合理的な配慮をするように努めなけ
ればならない。
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　そして、この法律においては、行政機関等及び
事業者は、下記のような環境の整備が努力義務と
なっている。
（社会的障壁の除去の実施についての必要か
つ合理的な配慮に関する環境の整備）
第五条　行政機関等及び事業者は、社会的障
壁の除去の実施についての必要かつ合理的な
配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の
構造の改善及び設備の整備、関係職員に対す
る研修その他の必要な環境の整備に努めなけ
ればならない。
　なお、この法律では、「社会的障壁」とは、下
記のように定義されている。
障害がある者にとって日常生活又は社会生活
を営む上で障壁となるような社会における事
物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。
　青野（2015）が述べるように、障害学生が他
の学生たちと同様に大学生活を送る際に、大学の
「事物、制度、慣行、観念」の何が妨げとなって
いるのかは、大学の制度等を当然視してきた我々
には、なかなか分からない。障害を理由とする差
別の禁止、合理的配慮の提供、環境の整備を進め
ていくうえで、まずは、障害学生本人の指摘や申
し出に真摯に耳を傾けることは重要である。
　なお、2012年に、文部科学省は「障がいのあ
る学生の修学支援に関する検討会報告（第一次ま
とめ）」を報告し、合理的配慮について下記のよ
うに定義している。
「障害のある者が、他の者と平等に「教育を
受ける権利」を享有・行使することを確保す
るために、大学等が必要かつ適当な変更・調
整を行うことであり、障害のある学生に対し、
その状況に応じて、大学等において教育を受
ける場合に個別に必要とされるもの」であり、
かつ「大学等に対して、体制面、財政面にお
いて、均衡を失した又は過度の負担を課さな
いもの」
 同報告では、大学等において提供すべき 6点の
合理的配慮の考え方を示している（表１）。ここ
で示されているのは、個々の学生の教育的ニーズ
に応じて、大学等が行う変更・調整である。大学
等は、「学生本人の教育的ニーズと意思を可能な
限り尊重」しつつも、「均衡を失しない」又は「過
度ではない」負担は何かを考えながら変更・調整
をしていくことが求められる。過度な負担となっ
てしまっていたらそれは「合理的」ではない。
表１　大学等において提供すべき合理的配慮の考え方
（出所）文部科学省（2012a）を参考に筆者が作成
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３　発達障害児・者数の推移
　ここでは、発達障害児・者数の推移について確
認する。これらについて論じる際に、よく使用さ
れている調査および集計を表２に示す。本稿では
これら３つを比較しながら論じる。
（１）児童生徒
　まず、通級による指導を受けている児童生徒数
の推移を図１に示す。この調査は、公立の小学校・
中学校及び中等教育学校の前期課程を対象として
実施しているものである。
　全体の推移に注目してみると、年を追うごと
に増加していることがわかる。たとえば、平成
18年度は 41,448人であったが、平成 26年度は
83,750人と２倍以上の増加を見せている。また、
発達障害が占める割合を「各年度の発達障害の児
童生徒数（『自閉症』 ＋ 『学習障害』 ＋ 『注意欠陥
多動性障害』）÷各年度の通級による指導を受け
ている児童生徒数」として計算してみると、平成
18年度では、（3,912 ＋ 1,351 ＋ 1,631）÷ 41,448
で 16.6％となるが、平成 26年度では、（13,340 
＋ 12,006 ＋ 12,213 ）÷ 83,750で 44.9％となる。
発達障害に注目してみれば、人数も割合も増加傾
向にあることがわかる。
（２）学生
　次に、障害学生数の推移を図２に示す。この調
査は、大学（大学院、大学院大学及び専攻科を含
む）、短期大学、高等専門学校を対象にした悉皆
調査である。本稿では大学のみのデータを用いた。
　全体の推移に注目してみると、やはり、年を追
うごとに増加していることがわかる。たとえば、
平成 18年度は 4,390人であったが、平成 26年度
は13,045人と３倍近い増加を見せている。特に「視
覚障害」「聴覚・言語障害」「肢体不自由」の増加
分よりも「病弱・虚弱」「重複」「発達障害（診断
有）」「その他」の増加分が大きいことがわかる。
　また、発達障害が占める割合を、「各年度の『発
達障害（診断書有）』数÷各年度の障害学生数」
として計算してみると、平成 18年度では、108
÷ 4,390で 2.5％となるが、平成 26年度では、2,282
÷ 13,045で 17.5％となる。学生を対象にしたこ
の調査でも、発達障害の人数と割合は増加傾向に
あることがわかる。
（３）社会人
　つづけて、民間企業で雇用されている障害者の
数の推移を図３に示す。この集計は、障害者の雇
用義務のある事業主などが身体障害者、知的障害
者、精神障害者の雇用状況（毎年 6月 1日現在）
について報告したものをまとめたものである。な
お、この集計では、民間企業、公的機関、独立行
政法人等を対象にしているが、ここでは民間企業
に注目することにする。
　全体の推移に注目してみると、やはり、年を追
うごとに増加していることがわかる。たとえば、
平成 18年は 283,750.5人であったが、平成 26年
は 431,225.5人と 1.5倍近い増加を見せている。た
表２　発達障害児・者数の推移に関連した調査および集計
（出所）筆者が作成
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図１　通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）
注 1．各年度 5月 1日現在
注 2．「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計
注 3．「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は平成 18年度から通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定（併
せて「自閉症」も平成18年度から対象として明示：平成17年度以前は主に「情緒障害」の通級指導の対象として対応）
（出所）文部科学省「特別支援教育に関する調査の結果について」（各年度）等を参考に筆者が作成 
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図２　障害学生数の推移（大学のみ）
注 1．同調査では、大学（大学院、大学院大学および専攻科を含む）、短期大学、高等専門学校を対象にしているが、
ここでは大学のみのデータを使用
注 2．発達障害については、医師の診断書がない場合はカウントしていない
注 3．身体障害と発達障害が重複している学生は基本的に身体障害としてカウント
注 4．「その他」には「精神疾患・精神障害」「慢性疾患・機能障害」「知的障害」などが含まれるが、その大部分は、「精
神疾患・精神障害」である。平成 26年度のデータで内訳をみてみると、「精神疾患・精神障害」が 90.6%、「慢性
疾患・機能障害」が 7.4%、「知的障害」が 1.2%、「上記以外」が 0.8% である。
出所）日本学生支援機構『大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査結果
報告書』（各年度）を参考に筆者が作成
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図３　民間企業で雇用されている障害者数の推移
注 1．雇用義務のある企業（平成 24年までは 56人以上の規模、平成 25年以降は 50人以上の規模）についての集計で
ある（毎年 6月 1日の状況）。
注 2．平成 22年 7月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等があったため、平成 22年と 23年の数値を
単純に比較することは適当でない状況である。
注 3． 障害者数とは次に掲げる者の合計数である。
【平成 18年度から平成 22年度】
身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者
精神障害者（精神障害者である短時間労働者は 0.5人でカウント）
【平成 23年度以降】
身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント、重度以外身体障害者である短時間労働者は 0.5人でカウント）
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント、重度以外知的障害者である短時間労働者は 0.5人でカウント）
重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者
精神障害者（精神障害者である短時間労働者は 0.5人でカウント）
（出所）厚生労働省「障害者雇用状況の集計結果」（各年度）を参考に筆者が作成
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だし、平成 22年 7月に制度改正（短時間労働者
の算入、除外率の引き下げ等）があったため、平
成 22年と 23年の数値を単純に比較することは適
当でない状況である。参考値としての解釈が妥当
である。
　なお、発達障害者の雇用者数については不明と
いわざるを得ない。知的障害ならば「療育手帳」、
精神障害ならば「精神障害者保健福祉手帳」とい
う対応関係がある。しかし、発達障害ならば「○
○手帳」に該当するものは存在しない。
　また、2010年 10月の障害者自立支援法の一部
改正において、障害者の範囲の見直しがあり、発
達障害は精神障害に含まれるものとして、発達障
害者を障害者自立支援法の対象とすることが明確
化された。そして、このことを受けて厚生労働省
によって精神障害者保健福祉手帳の診断書の様式
の見直しが進められ、同省の通知「精神障害者保
健福祉手帳制度実施要領の一部改正について」に
より、2011年４月から「精神障害者保健福祉手帳」
について、発達障害者の扱いが、診断書上で「広
汎性発達障害関連症状」と明確化された。以上の
経緯により、発達障害者が精神障害者保健福祉手
帳を取得しやすくなったといわれている。大学在
学もしくは卒業ということから考えると「精神障
害者保健福祉手帳」を取得する例が比較的多いと
考えられる（日本学生支援機構 , 2015a）。
　そこで、参考として、精神障害者の占める割合
を「各年度の精神障害者数÷各年度の雇用されて
いる障害者数」として計算してみると、平成 18
年では、1917.5÷ 283,750.5で 0.68％となるが、
平成 26年度では、27,708.0÷ 431,225.5で 6.43％
となる。
　上記までの２つの調査とは異なり、社会人を対
象にしたこの集計では、発達障害の人数と割合の
増減を明らかにはできない。ただし、発達障害者
が障害者雇用として働くことができる環境や制度
がかつてよりは整いつつあるなかで、増加してい
る可能性はある。
４　発達障害のある大学生の学び
（１）大学入学以前
　ここでは、まず、発達障害学生と発達障害の可
能性がある児童生徒を比較しながら発達障害の内
訳をみていく。各段階の発達障害の内訳を図４に
示す。児童生徒のデータについては、診断書があ
るのではなく、担当教員が回答したデータをもと
にしているため、あくまで発達障害の可能性のあ
る児童生徒であるが、児童、生徒、学生と学校
段階が上がっていくにつれ、LD の割合が減少し
ていることがわかる（それぞれ、54.3％→ 37.0％
→ 4.2％）。一方、高機能自閉症等の割合は増加し
ていることもわかる（それぞれ、12.4％→ 16.7％
→ 73.4％）。なお、ADHD の割合は生徒の時に割
合は増加するが、学生の時に減少していることが
わかる（それぞれ、33.3％→46.3％→12.2％）。また、
学生においては、年次推移を見てみても、LD や
ADHD の増加分よりも高機能自閉症等の増加分
の方が大きいことがわかる（図５）。
　つづけて、児童生徒の学校種、学年別集計を図
６に示す。LD（学習面で著しい困難を示す）は
小学校１年生においては 7.3％と最も高い水準に
あるが、小学校6年生では4.4％まで減少している。
中学校 1年生では 2.7％と、ADHD（「不注意」又
は「多動性－衝動性」の問題を著しく示す）の 2.9％
よりも下回っている。なお、高機能自閉症等（『対
人関係やこだわり等』の問題を著しく示す）は小
学校から中学校までおよそ 1.0～ 1.5％で推移して
いる。なお、上記のような結果になったことにつ
いて、文部科学省（2012b）は「使用している調
査項目が学習面の困難についての本質的な困難を
調べることを主眼とし、小学校３、４年生までに
表面化する困難を強く意識して作成されたため、
学年が上がるにつれ、該当する行動が観察されな
くなってきたと考えられる」と解釈している。
　このように、発達障害のカテゴリーによって割
合の違いが見られることについて、高橋（2015）は、
「日本では LD や ADHD のある人が大学等に入
学しにくい、大学等に進学することを選ばないと
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図４　各段階の発達障害の内訳
注 1．児童および生徒のデータは、発達障害のある可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒の割合（文部
科学省, 2012b）より算出した。これらは担当教員が記入したものであり、発達障害の専門家チームによる判断や
医師による診断によるものではない。そのため、発達障害のある児童生徒の割合ではない。
注 2．障害学生のデータは、日本学生支援機構（2015b）から大学のみのデータを用いて算出
（出所）日本学生支援機構（2015b）、文部科学省（2012b）を参考に筆者が作成
図５　発達障害学生の内訳と推移（大学のみ）
（出所）日本学生支援機構『大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査結
果報告書』（各年度）を参考に筆者が作成
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いう可能性もあるが、LD があることに本人も周
囲も気づきにくく、未診断で在学している可能性
もある」と指摘している。
（２）在学中の授業支援、授業以外の支援
　つづけて、発達障害学生が在学中に受けている
支援について、授業支援と授業以外の支援の２つ
をみていこう。
　発達障害学生に対する授業支援の実施率を図
７に示す。上位を占めていたのは、注意事項等
（21.7％）、休憩室の確保（18.0％）、実技・実習配
慮（15.8％）、教室内座席配慮（14.2％）などであっ
た。次に、授業以外の支援の実施率を図８に示す。
上位を占めていたのは、保護者との連携（79.0％）、
学習指導（履修方法、学習方法等）（72.6％）、専
門家（臨床心理士等）による心理療法としてのカ
ウンセリング（69.2％）、社会的スキル指導（対
人関係、自己管理等）（60.5％）であった。履修
方法、学習方法等を含めた学習指導や、対人関係
などを含めた社会的スキル指導は、大学の講義時
間内に行う直接的な支援ではないものの、レポー
トの書き方や討論型授業での発言の仕方を学ぶこ
となどに関連してくるため、内容的には、授業支
援とも解釈できる。また、授業以外の支援に比べ
て、授業の支援の実施率が相対的に低いことも注
目すべきである。発達障害の学生の支援の状況と
して、現段階では、生活に関連した支援が中心と
なっていて、まだ学業に関連した支援が十分でな
い可能性がある。
５　発達障害のある大学生のキャリア
（１）卒業まで
　ここでは、まずどれだけの発達障害学生が最終
学年まで進み、その中の何割が卒業するのかをみ
ていこう。　
図６　児童生徒の学校種、学年別集計
注 1．本稿では、他の図表との整合性の観点から「ＬＤ」「ＡＤＨＤ」「高機能自閉症等」と表記したが、文部科学省（2012b）
の表記はそれぞれ「学習面で著しい困難を示す」「『不注意』又は『多動性－衝動性』の問題を著しく示す」「『対
人関係やこだわり等』の問題を著しく示す」である。
（出所）文部科学省（2012b）を参考に筆者が作成
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図７　発達障害学生に対する授業支援の実施率
注 1．ここでの発達障害学生とは、支援発達障害（診断有）学生又は、発達障害（診断無・配慮有）学生を指す
注 2．実施率：実施校数÷支援発達障害（診断有）学生又は、発達障害（診断無・配慮有）学生が 1人以上在籍する大学数（大
学のみのデータで算出）
（出所）日本学生支援機構（2015b）を参考に筆者が作成
図８　発達障害学生に対する授業以外の支援の実施率
注 1．ここでの発達障害学生とは、支援発達障害（診断有）学生又は、発達障害（診断無・配慮有）学生を指す
注 2．実施率：実施校数÷支援発達障害（診断有）学生又は、発達障害（診断無・配慮有）学生が 1人以上在籍する大学数（大
学のみのデータで算出）
（出所）日本学生支援機構（2015b）を参考に筆者が作成
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　発達障害（診断書有）学生と、発達障害（診断
書無・配慮有）学生の最高年次学生数、卒業学生数、
卒業率の推移を示す（図９、図 10）。平成 19年
卒では、発達障害（診断書有）学生の方が多かっ
たものの、平成 20年卒以降は継続的に、発達障
害（診断書無・配慮有）学生の方が多いことがわ
かる。これは大学が発達障害学生支援をする際に、
必ずしも診断書を前提とする必要はなく、大学が
推察して特別な支援を配慮として行っている事例
が増加していることを示している。
　また、卒業率の推移を見てみると、どちらもや
や下降傾向にあることがわかる。特に、近年では
66.9～ 68.2％まで減少している。なお、読売新聞
の「大学の実力」調査による全国の卒業率は平
均 81％であった（読売新聞教育部 ,2013）。両者
を比較してみると、発達障害学生の卒業率はやや
低めと解釈できる。発達障害学生は、標準修業年
限を超えた学生生活になりやすいといえるであろ
う。なお、このデータのみでは、留年を経て卒業
しているのか、退学しているのかは不明である。
（２）卒業後の進路
　卒業後の進路内訳を図 11に示す。平成 25年度
（平成 26年 3月）の大学卒業者のうち、就職した
者は 69.8％であったが、発達障害（診断書有）学
生の場合、就職した者は 29.0％、発達障害（診断
書無・配慮有）学生の場合、就職した者は 34.8％
であった。発達障害学生は相対的に低い就職率で
あることがわかる。内訳を比較すると、発達障害
学生の場合、就職でも進学でもない者が含まれる
図９　発達障害（診断書有）学生の最高年次学生数、卒業学生数、卒業率の推移
注 1．最高年次障害学生数： 4年次及び 6年次の学生数
注 2．卒業学生数：最高年次障害学生のうち、その年度に卒業した学生数
注 3．卒業率：卒業学生数÷最高年次障害学生数
（出所）日本学生支援機構『大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査結
果報告書』（各年度）を参考に筆者が作成
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「左記以外の者」の割合が高いこともわかる。
 年度による違いを確認するために、就職率の推
移を示す（図 12）。発達障害（診断書有）学生、
発達障害（診断書無・配慮有）学生のどちらにお
いても、平成 19年度卒から平成 25年度卒まで、
およそ２割弱から４割程度であることがわかる。
大学生全体のデータと比較すると、年度による多
少の違いはあっても、一貫して就職率が低めであ
ると解釈できる。
図 10　発達障害（診断書無・配慮有）学生の最高年次学生数、卒業学生数、卒業率の推移
注 1．最高年次障害学生数： 4年次及び 6年次の学生数
注 2．卒業学生数：最高年次障害学生のうち、その年度に卒業した学生数
注 3．卒業率：卒業学生数÷最高年次障害学生数
（出所）日本学生支援機構『大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査結
果報告書』（各年度）を参考に筆者が作成
Hosei University Repository
116
図 11　卒業後の進路内訳
注 1．すべて平成 25年度卒業（平成 26年 3月）の学生
注 2．就職者は進学者のうち就職している者を除いた数値
注 3．発達障害（診断書有）および発達障害（診断書無・配慮有）の「左記以外の者」には「社会福祉施設・医療機関入所者」
を含む（大学のみのデータ）
（出所）文部科学省（2014）及び日本学生支援機構（2015b）を参考に筆者が作成
図 12　発達障害学生の就職率の推移
注 1． 就職率：就職者÷卒業した障害学生数
（出所）日本学生支援機構『大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査結
果報告書』（各年度）を参考に筆者が作成
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（３）就職支援事例
 最後に、各大学の発達障害学生の就職支援事例
を示す（表３）。これは、朝日新聞と河合塾によ
る「ひらく 日本の大学」2013年度調査の結果を
もとに筆者が作成したものである。
　同調査においては、発達障害、病弱、視覚障害、
聴覚障害、肢体不自由などのある学生向けの支援
策を導入していると回答した大学に対して、対応
例の記入を求めている。その際に、その対応が「大
 全部で 10のカテゴリーに分類が可能であった。
①～⑤が学内支援、⑥～⑩が学外連携も含めた支
援に該当する。
　まず、学内支援に注目してみよう。「①学生相
談室との連携」は、発達障害学生の支援で多くみ
られるものと思われる。ここでの相談から支援
が始まるケースもあるであろう。「②エントリー
シート等の作成支援」は、主にキャリアセンター
（及びそれに関連した部署）等での支援と思われ
る。たとえば、発達障害のある学生が示す就労に
学入学者選抜」「大学教育」「大学の定期試験」「大
学生活」「就職」などのうち、どれに該当するか
選択するように求めている。本稿では、発達障害
学生の就職支援事例を収集するにあたり、主に「就
職」としての回答をもとにしたが、内容的に就職
支援と関連すると判断できる回答も含めることに
した。各事例よりカテゴリーを設け、記述例とそ
の大学名を記した。なお、説明のために便宜的に
番号を振った。
関することの困難例としては、「対人関係の形成
に困難があるにもかかわらず、そういった能力を
高く要求される職種を選ぼうとして失敗を繰り返
す」などが報告されている（国立特別支援教育総
合研究所 ,2007）。このようなことなどは、発達
障害学生を支援する際の独自な点といえるであろ
う。「③学内アルバイトの斡旋」は、厳密には就
職支援というよりも学生生活支援としての枠組み
であるが、ここでは就職支援例として取り上げた。
発達障害学生にアルバイト選びを任せると、本人
表３　各大学の発達障害学生の就職支援事例
（出所）朝日新聞・河合塾（2014）を参考に筆者が作成
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が苦手な作業を多く求められるようなところを選
んだり、配慮がないようなところを選んでしまう
ケースもあるだろう。そこで、大学内で、本人に
とって過度な負担とならないような作業内容を選
定することは大きな意味を持つ。「④障害者枠求
人などの情報支援」や「⑤学内での職業マッチン
グの実施」は、発達障害学生に、多くの学生が行
うナビ型の就職活動（たとえば、就職ナビサイト
に登録して、エントリーをするなど）以外の形式
で学生と企業を結ぶ取り組みといえる。支援者側
には、マッチングする発達障害学生が、どのよう
なことが得意でどのようなことが苦手かなどを把
握することが求められるであろう。もちろん、そ
こに至るまでの支援をどのように進めるのかも大
きな課題である。
　次に、学外連携も含む支援に注目してみよう。
⑥～⑩はすべて学外の支援機関がかかわる。「⑥
障害者職業センター等との連携」「⑦発達障害者
支援センター等との連携」「⑧ハローワークの専
門窓口との連携」などでは、すでに障害者手帳を
取得しているケースだけでなく、これから取得を
するケースも含まれるであろう。その場合、発達
障害学生本人が、自分が障害に関連した支援機関
とつながる必要性を認識している状態であること
が求められる。「⑨地域若者サポートステーショ
ンとの連携」では、" 結果的に " 地域若者サポー
トステーションに発達障害の疑いのある若者が集
まり、支援が行われている現状があるという点
に注意が必要である（田澤 ,2013）。中野（2010）
が述べるように、発達障害の相談ならば本来業務
としての発達障害者支援センター、障害者職業セ
ンター、そして地域生活支援センターがあるはず
であり、地域若者サポートステーションの役割と
しては、発達障害の疑いのある若者の相談を受け、
必要であるならば発達障害者支援センターにつな
げることが重要である。「⑩職業訓練校等の紹介」
では、情報提供のみのケースもあるかもしれない
が、なぜ大学卒業後そのまま就職せずに、職業訓
練校等に通う必要性（または、必要になる可能性）
があるのかについて、発達障害学生本人が理解し
ていることが求められる。
　学外の支援機関がかかわる際には、連携先に学
生を任せきりにするのではなく、在学中に、大学
側がどこまで学生の等身大の自己理解を進めるか
という大きな課題があるであろう。
６　まとめ
　本稿の目的は、生涯発達の視点を含めながら、
発達障害のある大学生の学びとキャリアついて概
観することであった。
 第１節では、本稿で扱う発達障害の範囲を示し
た。
 第２節では、障害者差別解消法の施行が、国公
立大学や私立大学にどのように関係してくるかを
概観した。障害を理由とする差別の禁止、合理的
配慮の提供、環境の整備を進めていくうえで障害
学生本人の指摘や申し出に真摯に耳を傾けながら
も、大学側にとって過度な負担とならない変更・
調整をしていく必要性について論じた。
 第３節では、発達障害児・者数の推移に関連し
た調査や集計ついて、児童生徒、学生、社会人の
データを比較しながら論じた。児童生徒、学生の
データからは、発達障害の人数も割合も増加して
いることを確認した。社会人については、発達障
害者の雇用者数については不明といわざるをえな
いため、参考として精神障害者の人数や割合の推
移を求めたところ、増加傾向にあることを確認し
た。
 第４節では、発達障害のある大学生の学びにつ
いて概観した。まず、児童生徒データと学生デー
タを比較し、日本の学生では、高機能自閉症等の
割合が高く、LD や ADHD の割合が低いことを
確認した。LD や ADHD のある人が大学に入学
しにくい可能性、進学することを選ばないという
可能性、未診断で在籍している可能性という解釈
があることを述べた。次に、発達障害学生が在学
中に受けている授業支援と授業以外の支援を比較
したところ、授業以外の支援の割合が高いことを
示した。発達障害学生の支援の状況として現段階
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では学業に関連した支援が十分でない可能性があ
ることを指摘した。
　第５節では、発達障害のある大学生のキャリア
について概観した。全国の大学生データと比較し
ても、発達障害学生は標準修行年限を超えた学生
生活になりやすいことを示し、かつ、卒業しても
就職率が一貫して低めであることを示した。また、
各大学が行っている就職支援の事例には、学内支
援と学外支援があることを示し、在学中にどこま
で等身大の自己理解を進めるかという大きな課題
があることを指摘した。
	 	 注
１） なお、日本発達障害福祉連盟（2014）は、発達
障害者支援法の発達障害の定義は歴史的かつ包
括的な発達障害概念の一部を示しているに過ぎ
ないと批判する。発達障害は、「知的（発達）障害、
脳性麻痺などの生得的な運動発達障害（身体障
害）、自閉症、アスペルガー症候群を含む広汎
性発達障害、注意欠陥多動性障害（多動性障害）
及びその関連障害、学習障害、発達性協調運動
障害、発達性言語障害、てんかんなどを主体と
し、視覚障害、聴覚障害及び種々の健康障害（慢
性疾患）の発達期に生じる諸問題の一部も含み
ます」と明記している。発達障害をどのように
定義するかは重要な問題ではあるが、本稿では、
児童生徒、学生、社会人を対象にした先行研究
で多く用いられている学習障害（LD）、注意欠
陥多動性障害（ADHD）、高機能自閉症等に焦
点を当てることにする。
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厚生労働省（2006）「民間企業の障害者の実雇用率
は、1.52％（平成 18 年 6 月 1 日現在の障害者
の雇用状況について）」
厚生労働省（2007）「民間企業の障害者の実雇用率
は、1.55％（平成 19 年 6 月 1 日現在の障害者
の雇用状況について）」
厚生労働省（2008）「公的機関、民間企業の障害者
雇用は着実に進展（平成 20 年 6 月 1 日現在の
障害者の雇用状況について）」
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集計結果」
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集計結果」
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集計結果」
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Learning and careers in university students with 
developmental disorders
　Learning and careers in university students 
with developmental disorders were reviewed, 
which indicated the following three issues:
（1） When “prohibiting discrimination because 
of disabilities,” for “providing rational 
considerations,” and “improvements in 
the environment,” it is very important for 
university authorities to carefully listen 
to the opinions and requests of disabled 
students. However, it is important that 
such measures should not become a heavy 
burden on the authorities.
（2） Learning support for university students 
with developmental disorders might not 
be as suﬃcient as life related support that 
is available to them.
（3） Support in finding jobs for students 
with developmental disorders includes 
support inside and outside the campus. 
During campus life, it is important to 
help such students develop as much self-
understanding as possible.
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